
報告事項１ ２０２３（令和５）年度 事業報告に関する件 

 

２０２３（令和５）年度 事業報告書 

将棋の藤井聡太さん（２１歳）が全タイトル８冠を達成した。愛知県瀬戸市の出身で、

将棋は幼稚園の頃、祖父母から教わったのが始まりという。スポーツ界では大リーグエンジ

ェルスの投打二刀流・大谷翔平選手がメジャー日本人初のホームラン王を獲得、天文学的

な契約金でドジャースに移籍した。ロシアのウクライナ侵攻に続きパレスチナでも無慈悲な

戦争が始まり収束する気配がない。米国は国内の分断が進み、トランプ前大統領の復活が現

実味を帯びてきた。 

  

ＡＩが驚異的な進歩を遂げ、ＡＩによるニセ情報などは本の序の口、人類の生存を脅かす

存在になるのではと、各国政府が本格的な規制を検討し始めているという。 

 

 最大震度７を観測した２４年元旦の能登半島地震では、２万棟にも及ぶ建物が全半壊し

た被害が発生、１階部分が押しつぶされた木造住宅が目立った。公表された犠牲者の多くは

家屋倒壊によるもの。倒壊した住宅には１９８１～２０００年に 「新耐震基準」  で建築さ

れた建物も多く含まれ、３０年以内に７０％～８０％の高い確率で発生が予測される南海ト

ラフ巨大地震を控える本県には貴重な教訓となった。 

 

 取引関連では、国土交通省、並びに県の宅建業法所管課から、居住用建物賃貸借の媒介報

酬の過剰請求を戒める通達が出た。現状は、賃借人が十分に理解しているとは考えられない

状況で、家賃１か月分＋消費税を受領しているケースが見られること、その上で賃貸人に対

し広告料、業務委託料、管理料などの名目で実態のない費用を請求することも超過報酬にあ

たるというのだ。 
 

 そうした中、当協会では１０回に及ぶ支部機能移転検討特別委員会を経て、１１月２７

日の第３回理事会において２５年（令和７年）５月末日までに支部機能を本部に移転する

ことが承認された。これも時代の流れ、ご理解を頂きたい。 

 

 ２３年度の宅地建物取引士資格試験は８会場で４，８６７名が受験。取引士法定講習は

２０回、ＷＥＢ法定講習を加え計２，１００名が受講した。県指定講習は５回、初級実務

研修会は４回、各支部統一研修会も実施した。２３年度の新入会者は９７社、退会者は 

１１３社で、期末会員数は２，６２５社だった。２３年度は前年度に引き続き会費の減額

を実施した。 

 

以下、所管委員会別に、２３年度に執行した事業を報告する。 



 １．人材育成委員会 所管事業［公１事業］ 

（１）宅地建物取引士資格試験（以下「宅建試験」という。）業務の適正運営（３６年目）〔公益〕 

  ①宅建試験の公告（６月）、願書の配布と受付業務（７月）、試験事務担当者説明会 

（９～１０月）を経て、２３年１０月１５日に県内８会場（❶プラサヴェルデ、❷キラ

メッセ沼津、❸グランシップ、❹科学技術高校、❺島田工業高校、❻ホテルクラウン

パレス浜松、❼浜松学院高校、❽浜松学院短期大学）で宅建試験を実施した。 

静岡県における対前年度比較：申込者、受験者は微増、合格者は減少した。年度別

の推移は、次の通り。 

 2019（R元） 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5） 

申込者 ５，９１４ ５，４２０ ６，１５９ ５，８６１ ５，９６３ 

受験者 ４，７７４ ４，４０６ ５，０４２ ４，８１３ ４，８６７ 

合格者 ７６７ ６００ ７９３ ８１４ ７７７ 

②次年度（２４年度）は、新型コロナ禍特例が解除され、従来の試験運営方針に戻され

るため、試験監督員の増員が求められる。人員確保が困難な一部の会場において、試

験運営を外部委託することとした。 

 

（２）２０２４年版「実務研修テキスト」の作成及び２３年度版テキストの会員配付〔公益〕 

①実務研修テキストを作成し、会員及び会員従業者に配付した。 

  ②実務研修テキスト“電子版”を協会ＨＰにアップロードした。 

 

（３）宅地建物取引業法（以下「宅建業法」という。）及び関係諸法令改正への対応〔公益〕 

  宅建業法及び宅建業法関係諸法令の改正情報については、「会報」「協会ＨＰ」「ＷＥＢ宅 

 建だより」等を通じて、会員及び一般消費者に周知した。 

主な周知事項は、次の通り。 

①建築基準法、宅地造成及び特定盛土等規制法の改正に伴う宅建業法施行令の一部改正 

次の事項が、宅建業法第３３条（広告開始時期の制限）及び３６条（契約締結時期の 

制限）の制限に追加された。 

ア 建築基準法第５２条第６項第３号 

住宅又は老人ホーム等に設ける機械室その他これに類する建築物の部分で、特定行政

庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるものの部分の床面積は、

容積率算定の基礎となる延べ面積に算入しない（２３年４月１日施行）。 

イ 建築基準法第５５条第３項 

再生可能エネルギー源の利用に資する設備の設置のため必要な屋根に関する工事そ

の他の屋外に面する建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないも



のとして国土交通省令で定めるものであって、特定行政庁が低層住宅に係る良好な住

居の環境を害するおそれがないと認めて許可したものの高さは、その許可の範囲内に

おいて、高さ制限による限度を超えるものとすることができる（２３年４月１日施

行）。 

ウ 建築基準法第５８条第２項 

新法第５８条第１項の都市計画において建築物の高さの最高限度が定められた高度

地区内においては、再生可能エネルギー源の利用に資する設備の設置のため必要な屋

根に関する工事その他の屋外に面する建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造

上やむを得ないものとして国土交通省令で定めるものであって、特定行政庁が市街地

の環境を害するおそれがないと認めて許可したものの高さは、その許可の範囲内にお

いて、当該最高限度を超えるものとすることができるとされた（２３年４月１日施

行）。 

エ 宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に伴い、同法第３０条第１項の土砂の盛土又

は堆積の工事許可及び第３５条第１項の同変更許可。 

同法に基づく法令上の制限がある場合は、宅建業法第３５条（重要事項説明）とし

て説明しなければならない（２３年５月２６日施行）。 

②重要事項説明の対象となる建物状況調査結果（宅建業法施行規則第１６条の２の２関係） 

既存の共同住宅（ＳＲＣ，ＲＣ造）は、調査の実施から２年を経過していないものと 

なった（２４年４月１日施行）。共同住宅以外の木造や鉄骨造等の既存住宅は、従来通 

り、調査の実施から１年。一定期間経過した調査結果は、宅建業法第３５条で規定す 

る「建物状況調査結果」に値しないということ。 

③国土交通省「標準媒介契約書」（標準媒介契約約款）の一部変更（建物状況調査の説明

部分） 

既存住宅の売買の媒介契約において、建物状況調査を実施する者のあっせんを「無」

とする場合は、その理由を記載することとなった。トラブル回避の観点から、建物状

況調査の限界（瑕疵の有無を判定するものではないこと等）についても明記すること

となった（２４年４月１日施行）。 

 

（４）賃貸媒介業務及び管理業務への対応〔公・共益〕 

会報、ＷＥＢ宅建だより等を通じて、適正な賃貸媒介業務及び賃貸管理業務の普及に務 

めた。主な周知事項は、次の通り。 

①国土交通省「原状回復ガイドライン」（普及） 

②適正なマスターリース契約とサブリース契約（周知） 

③賃貸管理業法及び賃貸管理業務管理者の指定講習（周知・案内） 

④（一社）全国賃貸不動産管理業協会への加入促進と同協会の商品（紹介） 



（５）会員に対する業務指導（事務所・業務の自主点検の推進）〔共益〕 

  ①免許権者の事務所立入調査時期（１０月）に合わせて、宅建業法上の事務所備付備品

や、保管書類を列記した「自主点検表」を協会ＨＰにアップロードした。 

②無免許業者との取引の禁止についての注意喚起を行った（会報への記事掲載）。 

 

（６）会報「宅建しずおか」の定期発行及び「ＷＥＢ宅建だより」「ＬＩＮＥ情報」の随時発

信、会報「宅建しずおか」デジタル版の協会ＨＰへのアップロード〔公・共益〕 

①会報「宅建しずおか」（紙面及びデジタル版）を年度１２回発行した。 

②２５年１月以降、会報「宅建しずおか」は、１月、３月、５月、７月、９月、１１月

に発行することとした。※総務財政委員会と共同協議 

③ＷＥＢ宅建だより（電子メール）を年度７９回発信した。 

 

（７）開業相談の随時対応〔公・共益〕 

  開業相談員及び支部役員、本支部事務局が、開業相談に随時対応した。 

  

（８）「宅地建物取引士法定講習会」「静岡県指定講習会」の開催状況〔公益〕 

①宅地建物取引士法定講習会 

年 度 ➡ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ 

集合型講習回数 ７ ２ ２４ ２０ 

集合型受講者数   １,５００ １,５１５ 

ＷＥＢ講習受講者数   １９１ ５８５ 

受講者合計 １,５０１ １,２０９ １,６９１ ２,１００ 

 ※２０、２１年度は、新型コロナ禍の特例により、自宅学習、レポートの提出が証の

交付要件となっていた。ＷＥＢ講習は、２２年１０月より開始した。 

②静岡県指定講習会 

年 度 ➡ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ 

講習回数 ２ ２ ６ ５ 

受講者数合計 ９６ １１１ ２９８ １９１ 

 ※２０、２１年度は新型コロナ禍により、講習会を３回中止した。 

 

（９）「初級実務研修会」の開催状況〔公益〕 

年 度 ➡ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ 

講習回数 ２ ０ ４ ４ 

受講者数合計 ６０ ０ １５８ １６１ 

※２１年度は新型コロナ禍により、講習会を中止した。 



（10）「支部実務研修会」の開催状況〔公益〕※宅建業法第６４条の６に基づく研修 

  ①各支部統一研修会 

２３年１１月１３日、弁護士法人立川・及川・野竹法律事務所（神奈川県横浜市中区）

の立川正雄弁護士を講師に迎え、「所有者不明土地への対処法」について、協会本部、

各支部サテライト会場、ＺＯＯＭ参加による研修会を開催した。 

②研修会に出席できなかった会員等への配慮 

各種研修会の研修（講義）状況を協会ＨＰにアップロードし、一定期間、会員が拝聴

でるよう対策を講じた。 

本支部における研修会の開催状況は、次の通り。 

 

業者数 人数

1 6/21 中部 66 72
・障がい者住宅支援に関する専門部会の取り組みについて
・こんなときどうする？管理会社の取るべき対応とは…
　　　　～ 成年後見開始・相続・差押え・破産等への対応 ～

2 7/11 中部 86 88
・シニア顧客との円滑なコミュニケーション
　　　　　       　　　～信頼関係構築と、面談のコツ～
・相続登記の義務化に関する実務について

3 7/20
西部

（中遠）
96 98 ・消費税インボイス制度について

4 7/21
西部

（浜松）
140 164 ・消費税インボイス制度について

5 8/4 西部 242 276
・市街化調整区域における
　　　　開発許可制度の運用基準の見直しについて
・相続登記の義務化について

6 9/11 中部 180 182
・立退き奮闘！正当事由と立退き料
　　　　～「できる・できない」自力救済の限界とは？～

7 10/4 東部 123 174 ・どげんかせんといかん　～地方の暮らしと住まい～

8 10/25 東部
(下田･伊東･熱海)

27 30 ・民法改正について

9 11/13 本部 445 499
・借上げ型応急住宅について
・宅建業者のための所有者不明土地関係の民法改正

10 12/21 西部 30 339
・がんばらない生き方
　　　　～人生を楽しく生きるための暮らしと住まい～

11 1/22 中部 125 127
・司法書士・税理士が教える最新制度改正
　　　　　　～不動産登記義務化・贈与制度改正

12 2/1 西部 170 178 ・不動産取引「Ｑ＆Ａ」　中級編～上級編

13 2/29 中部 128 128 ・聞いてみたかった、不動産に強い弁護士が答える法律相談

14 3/8 東部 154 154
・全宅住宅ローン「フラット３５」について
・不動産に強い弁護士による実務に役立つ話

15 3/18 東部
(下田･伊東･熱海)

27 30 ・インボイスと電子帳簿保存法

２０２３(令和 ５ )年度　本・支部研修会　実施一覧

開催日
本・支部
（地区）

研　修　内　容
出　　席



（11）全宅連「不動産キャリアパーソン講座」の受講促進〔公益〕 

①「協会ＨＰ」「会報」等を通じて本講座の受講促進に務めた。２３年度は１３５名の方 

が講座を受講した（前年度１１８名、対前年度＋１７名）。また、新入会の義務受講以   

外の受講割合が増えた（２６.１％から３４.１％へ）。 

②宅建業法遵守の観点から、本支部役員に本講座の率先受講並びに修了試験の受験をお

願いした。 

③受講申込後、修了試験を受験していない方への督促を行った。 

  ④全宅連が定めた申込目標に対する申込者数＝達成率６４.３％は、４７都道府県宅建協 

会中１５位であった。詳細は次の通り。 

（単位：名） 

支 部 
期 首 

会員数 
会員率 

２０２３年度 参 考 

申込目標 申込者数 達成率 
新入会 

義務受講 

既存会員

の受講等 

東 部 951 36.0% 76 49 64.7% 31 18 

中 部 791 30.0% 63 45 71.5% 29 16 

西 部 897 34.0% 71 35 49.0% 29 6 

非会員・一般 0  ― 6  0 6 

合 計 2,639  210 135 64.3% 89 46 

 

（12）その他、所管事業〔公・共益〕 

  ①会員及び会員従業員が都合のいいときに学習できるＷＥＢラーニング研修を、年度２ 

回実施した。研修科目、受講期間、受講者数は次の通り。 

研修科目 受講期間 受講者 

裁判例から学ぶ売買契約トラブルと注意点 
自 ２３年 ９月１５日 

至 ２３年１０月１６日 
３１８名 

不動産調査 ～接道義務・建築の可否判定～ 
自 ２４年 ２月１５日 

至 ２４年 ３月１５日 
 

３９１名 

②東海不動産公正取引協議会（静岡地区調査指導委員会）の運営に協力した。 

  ③静岡県不動産コンサルティング協議会の運営に協力した。 

  ④不動産コンサルティング技能試験（静岡会場）を実施した（２３年１１月１２日）。 

  ⑤新規及び免許更新書類に関する指導を行った。 

 

 

 

  



２．情報提供委員会 所管事業［公２事業］ 

（１）取引知識の啓蒙〔公益〕 

人材育成委員会が主催する一般消費者向けの研修会や講演会をＰＲした。 

※人材育成委員会事業（10）を参照。 

 

（２）中部レインズの利用促進と媒介契約制度の周知〔公・共益〕 

①媒介契約制度等の周知 

会報及び各種研修会を通じて、宅建業法第３４条（宅建業者のレインズ登録義務等） 

の周知に務めた。周知事項は次の通り。 

・専属専任及び専任媒介契約を締結したときの、レインズ登録義務 

・専属専任及び専任媒介契約を締結したときの、依頼者への登録証明書の交付義務 

・専属専任及び専任媒介契約物件が成約したときの、成約登録義務  

②レインズ ＩＰ型会員の推移                  （単位：会員） 

 年度末 ＩＰ型会員数 加入率 対前年度増減 

２０１９ １,９６１ ７２．３％ ＋ ４１ 

２０２０ ２,１１４ ７８．５％ ＋１５３ 

２０２１ ２,１４７ ８０．５％ ＋ ３３ 

２０２２ ２,１６５ ８２．１％ ＋ １８ 

２０２３ ２,１９４ ８３．７％ ＋ ２９ 

③レインズ アクセス数〔登録・検索数の合計〕の推移         （単位：件） 

年 度 アクセス数 １月あたりのアクセス数 対前年度増減 

２０１９ ７７９,７７２ ６４,９８１ ＋  ６５,５８７ 

２０２０ ７９７,２０５ ６６,４３３ ＋  １７,４３３ 

２０２１ ７９１,１４８ ６５,９２９ －   ６,０５７ 

２０２２ ９９３,４５７ ８２,７８８ ＋ ２０２,３０９ 

２０２３ １,２２０,６９１ １０１,７２４ ＋ ２２７,２３４ 

 

（３）宅建ローン事業の推進〔公・共益〕 

  ①会報や協会ＨＰ等を通じて、宅建ローン制度の会員周知に務めた。 

提携先金融機関：静岡県労働金庫、しずおか焼津信用金庫、三島信用金庫 

浜松いわた信用金庫 

  ②例年通り、宅建ローン「特別キャンペーン」を実施し、宅建ローン融資斡旋会員の中

から抽選で、２０会員に５万円相当の「ギフト券」を贈呈した。 



  ③２３年１１月１１日、富士宮時之栖グランドで４年振りに、宅建協会・静岡県労働

金・三島信用金庫 ３団体親善サッカー大会を開催し親睦を深めた。 

 

（４）宅建ローン「成約事例」の収集・集積と会員ページでの公開〔公益〕 

 ①宅建業法第３４条は、土地・建物の売買の媒介に際して、宅建業者が売出価格や評価

額について意見を述べるときは、その根拠を明らかにしなければならない、と規定し

ている。成約事例を価格査定ツールとして利用していただくため、今年度も成約事例

を収集し会員ページで公開した。 

２３年度の成約報告事例件数は、７５８件（対前年度 －４１件）であった。 

②事例提供会員の中から抽選で２００会員に「ギフト券（１万円相当）」を贈呈した。 

 

（５）「協会標準地価格」「標準的建築費」「既存マンション基準価格」の見直しと会員ページ 

での公開〔公益〕 

上記（４）と同様、会員の方に土地・建物の価格査定ツールとして利用していただくた 

め、今年度も本支部価格査定委員の協力を得て、協会標準地価格、標準的建築費、既存マ

ンション基準価格の見直しを行った。 

①標準地価格：４,２８０地点、２３年１０月１日時点で見直し。 

②既存マンション基準価格：１,２０８箇所、２３年６月１日時点で見直し。 

③標準的建築費：２３年６月１日時点で見直し。 

【１㎡当たりの標準的建築費の年度別の推移】※外構工事費は含まない。   

地 区→ 下田・伊東・熱海 東 部 中 部 西 部 

２０１９年６月１日時点 165,165円 163,047円 163,955円 164,257円 

２０２０年６月１日時点 168,190円 165,165円 166,375円 166,980円 

２０２１年６月１日時点 166,380円 170,010円  168,800 円 173,030円 

２０２２年６月１日時点 185,740円 193,300円 187,250円 197,830円 

２０２３年６月１日時点 192,390円 199,350円 205,400円 214,780円 

  ※資源高や円安の影響で、標準的建築費は各地区で上昇した。 

 

（６）価格査定マニュアルの普及と査定手法の研究〔公益〕 

「実務研修テキスト」「協会ＨＰ」等を通じて、価格査定マニュアルの普及に務めた。 

 

（７）「月例無料相談」「常設相談」の実施（状況）〔公益〕 

本支部 相談会の名称 相談対応者 年度開催回数等 

本 部 
月例無料法律相談会 顧問弁護士 ２４回 

常設無料相談 専任相談員 営業日の１０時から１５時応対 

東 部 月例無料法律相談会 弁護士/専任相談員 １１回 

西 部 月例無料法律相談 弁護士  １回 



西 部 
定例無料相談 専任相談員  ２回 

不動産なんでも相談会 専任相談員 ２４年２月１０日開催 

 ※詳細は、保証協会「定時総会議案書」を参照。 
 

（８）公的機関が主催する「市民相談室」等への相談員派遣〔公益〕 

当該市区からの依頼に基づいて、「市民相談室」等に相談員を派遣した。 

派遣状況は、次の通り。 

支 部 派遣先市区町の市民相談等 年度派遣回数 

東 部 
 

伊東市   ４回 

熱海市         ４回 

三島市   （毎月第１水曜日） １２回 

沼津市   （第１木曜日）   ９回 

裾野市   （偶数月の２０日）   ６回 

富士市 １１回 

富士宮市 １１回 

中 部 

 

静岡市清水区（毎月第２・４木曜日） ２３回 

静岡市葵区 （毎月第２火曜日） １０回 

静岡市駿河区（毎月第１金曜日） １２回 

島田市   （毎月第３木曜日） １２回 

くらしの無料合同相談会 

２３年１１月２５日静岡商工会議所に

て開催 

  １回 

  

（９）支部相談所との連携強化〔公益〕 

苦情申出の受付と処理の円滑化を図るため、本支部主催の相談員研修会を各１回計２回

開催した（支部主催は中部支部）。※詳細は、保証協会議案書を参照。 

 

（10）（公社）静岡県不動産鑑定士協会との共同事業の実施〔公益〕 

  静岡県不動産市況ＤＩ調査を、４月と１０月に実施した。当協会が地価動向調査を、不 

動産鑑定士協会がその分析と資料作成を行った。 

（11）空き家対策事業への協力〔公益〕 

本支部への来館または電話による空家相談については、新たに作成した「会員紹介フロ

ー」（各支部（長）裁量による対応）に基づいて応対した。 

※地域活性化委員会から相談者紹介システム構築依頼により情報提供委員会で検討を行っ

た。 

 



（12）税務当局に対する協力と関係強化〔公益〕 

  ①税務当局からの依頼に基づいて、２３年１０月１日に施行された「インボイス（適格

請求書）制度」の会員及び一般消費者周知に務めた。 

  ②東海税務協力会（国税庁との協議機関）を通じて、国税庁との関係強化に務めた。 

  ③国税庁・土地評価精通者への応募を予定していたが、２３年度は不動産鑑定士が土地 

評価を優先的に行うこととなったため、応募は行わなかった。 

 

（13）協会ＨＰの充実運営〔公・共益〕 

①全宅連と情報を共有（連動）し、宅建業法改正等の情報を一早く会員及び消費者に伝

達した。 

②トップページは、会員及び一般消費者からの問合せ、利用頻度を勘案して「開業相談」

「無料法律相談」「取引士法定講習の受講案内」、３本柱を中心に画面構成を行った。 

 

（14）公共用地代替地媒介業務制度等の推進と適正処理〔公益〕 

２３年度は、国土交通省から１件情報提供依頼があったが、情報提供は０件であった。 

  

（15）「手付金保証制度」「手付金等保管制度」の会員周知〔共益〕 

  初級実務研修会、協会ＨＰ等を通じて、手付金保証制度、手付金等保管制度の会員周知

に務めた。２３年度は、手付金保証制度の利用が１８件あった。手付金等保管制度の利用

はなかった。 

 

（16）その他、所管事業〔公・共益〕 

①㈱静岡宅建サポートセンター事業への協力 

サポートセンター事業を「会報」「協会ＨＰ」「研修テキスト」等で会員に周知した。 

・「フラット３５」の融資商品の紹介〔全宅住宅ローン㈱〕 

   ・火災保険総代理店事業の紹介〔あいおいニッセイ同和損保㈱〕 

・賃貸入居者向けの家財保険の紹介〔㈱宅建ファミリー共済〕 

   ・家賃保証システム紹介〔日本賃貸保証㈱、アークシステムテクノロジーズ㈱〕 

   ・地盤の調査・保証、土壌汚染調査の斡旋〔ＵＧＲコーポレーション㈱〕 

   ・住宅瑕疵保険の斡旋〔日本住宅保証検査機構 ＪＩＯ〕 

   ・ブロードバンド設備の斡旋〔㈱ＴＯＫＡＩ〕 

   ・引越し取次サービスの紹介〔アーク引越センター㈱〕 

 ・「スマイミー静岡」「ライフルホームズ」のＰＲ 

②（一社）全国賃貸不動産管理業協会静岡支部の運営に協力した。 



３．地域活性化委員会 所管事業［公３事業］ 

（１）社会福祉・奉仕活動の推進〔公益〕 

①寄託先及び寄託金 

本支部 寄託先 寄託金 

本 部 

静岡新聞社「愛の都市訪問」 １５０,０００円 

骨髄バンク・ドナー登録を推進する会 １００,０００円 

（公財）日本盲導犬協会 １００,０００円 

西 部 
（公財）日本盲導犬協会 

※２４年３月４日 日本盲導犬協会視察 
１００,０００円 

本 部 
知的障がい者サッカー連盟 １００,０００円 

身障者野球連盟 １００,０００円 

 ②献血活動 

支 部 年月日 場所 協力者数 

東 部 

２３年 ５月１５日 伊東市役所 ５７名 

５月２４日 裾野市役所前  ８８名 

５月２５日 御殿場建設業会館前 ７４名 

１０月１８日 熱海市役所前 ６９名 

１０月２７日 御殿場建設業会館前 ７４名 

１０月３０日 裾野市役所前 １０６名 

２４年 １月２５日 下田市民文化会館前 ６１名 

中 部 

２３年 ９月２２日 静岡市清水区役所前 ３８名  

９月１７日 アピタ静岡セントラルスクエア ５２名  

６月２７日 島田市役所 ３０名  

１１月１４日 藤枝市役所 ２９名 

２４年 ２月 ２日 牧之原市役所相良庁舎 ４２名 

２月２３日 青葉イベント広場（葵スクエア） ９６名  

西 部 
２３年 ５月２７日  サーラグリーンアリーナ（浜松市） ２８名 

１２月  ２日 アピタ磐田店 ５９名 

合 計  ９０３名 

 

 



③環境美化活動の実績 

支部 日 時 内 容 参加者 

東部 

２３年 ６月２９日 御殿場駅前及び周辺の清掃活動   
駿東地区青年部会

会員   １３名  

１１月１７日 裾野駅前及び周辺の清掃活動 
駿東地区青年部会

会員   １２名 

 １２月 ８日 白滝公園及び周辺の清掃活動  
三島地区役員他 

１３名 

中部 

２３年１１月 ７日 
三保松原（静岡市清水区）の清

掃活動 

地域活性化委員、

レディス・青年部

会会員 ２２名 

１２月 ８日 静岡市葵区鷹匠周辺の清掃活動 

地域活性化委員、

レディス・青年部

会会員 ２３名 

   ④青少年（少女）健全育成事業 

   ２３年９月２日・３日の両日、掛川市・つま恋と島田市・島田横井運動公園サッカー

場で開催された「たっけんカップ第１８回静岡県トレセン８人制サッカー大会」に、

青少年（少女）健全育成事業の一環として特別協賛した。 

 

（２）「レディス部会」「青年部会」「協会及び宅建業の将来のあり方についての検討ワーキ 

ング・グループ」活動の運営と推進〔公・共益〕 

①本支部レディス部会が主幹した講演会・研修会、活動は、次の通り。 

本支部 日時（場所） 演目・研修科目（講師）・活動 参加者数 

本部 
２３年１１月２９日（水） 

（静岡県不動産会館にて） 

人口減少に伴う これからの不動

産業界 ～地域再生の失敗学～ 

（明治大学教授：飯田泰之 氏） 

来場４３ 

ＷＥＢ４６ 

中部 

２３年 ６月２９日（木） 

（中部支部会館にて） 

大雨に備えて！浸水ひなん地図の

活用方法 

（静岡市下水道計画課 主任技師 

井出裕之 氏） 

    ２０ 

２４年 ３月 １日（金） 

（グランシップ・風にて） 

モーリー流、地域とまちづくり 

～変わりゆく時代との調和～ 

（ジャーナリスト モーリー・ロ

バートソン 氏） 

来場 154 

ＷＥＢ３８ 

西部 

２３年１２月１３日（水） 

（西部支部会館にて） 

不動産業の未来は大丈夫？ 

（相談役：木俣純一 氏） 
   １９ 

２３年１１月２８日（金） 

（西部支部会館にて） 
西部支部意見会の開催    １８ 

②レディス部会会則の改正 

 支部レディス部会の代表者は、会員代表者に限定することなく、会員従事者（取締役

等や従業員）でもなれるよう会則を改正した。 



③青年部会代表者会議の開催 

 ２４年１月２９日青年部会代表者会議を開催し、青年部会事業の在り方、青年部会事

業の公益化について検討した。 

 

（３）暴力追放運動の推進等（宅建協会 暴力追放推進協議会の運営）〔公益〕 

①静岡県暴力団排除条例の会員周知 

初級実務研修会等を通じて、静岡県暴力団排除条例の周知に務めるとともに、売買契 

約書並びに賃貸借契約書への「暴力団等反社会的勢力排除条項」の挿入、「暴力団等反 

社会的勢力ではないことの誓約書」の必要性についての説明を行った。 

②暴力追放・銃器根絶県（市）民大会等への参加協力 

本支部 年月日 大会名 出席者数 

本 部 ２３年１１月２１日 

静岡県暴力追放・銃器根絶県

民大会 

（静岡市民文化会館にて） 

１２名 

（中部支部の協力） 

中 部 

２３年１１月１８日 
静岡県薬物乱用防止県民大会 

（グランシップにて） 
  ６名 

１２月１９日 

静岡市暴力追放・飲酒運転追

放、犯罪等に強いまちづくり

市民大会 

（清水テルサにて） 

  １名 

③暴力追放・銃器根絶事務連絡会等への参画 

   ・（公財）静岡県暴力追放運動推進センターとの連絡を密にするため、同センターが主   

催する連絡会に参画した。 

   ・中部支部においては、静岡市と焼津市が主催する暴力追放推進協議会の総会に参加

した。 

④反社会的勢力データベースの運用 

反社会的勢力データベースを利用する会員は、増加傾向にある。直近５年度の利用実

績は、次の通り。 

（単位：件） 

年  度 
反社照会件数 

反社特定数 
申請数 対前年度増減 月平均 

２０１９（令和元） １,０２８ ＋  ５６１ ８５.７   ３ 

２０２０（令和２） １,６６５ ＋  ６３７ １３８.８ １１ 

２０２１（令和３） ３,１８９ ＋ １,５２４ ２６５.８ １７ 

２０２２（令和４） ３,４１８ ＋  ２２９ ２８４.８ １７ 

２０２３（令和５） ３,３７０ －   ４８ ２８０.８ ２１ 



⑤不当要求防止責任者講習会の開催状況    

支部 日 時 場 所 受講者数 

東部 

２３年７月２０日（木） 富士商工会議所（富士地区） ３９ 

７月２５日（火） プラサヴェルデ（沼津地区） ５４ 

９月１５日（火） 伊東市観光会館（伊豆地区） ４６ 

 

（４）行政機関への協力と要望〔公・共益〕 

①協力事業 

   ・災害時借上げ型応急住宅登録制度（静岡県の事業） 

   ・かけこみ１１０番の家の推進    （静岡県の事業） 

   ・防犯まちづくり運動の推進      （静岡県の事業） 

   ・公売情報及び売払情報の提供    （国・県・市町の事業） 

   ・県市町の依頼に基づき、当該公共団体が設置した審議会、協議会に委員を派遣した。 

・空き家対策事業（静岡県・市町の事業） 

②空き家相談への対応 

 空き家協定を締結している県・市町から紹介された空き家相談については、空き家相

談応対マニュアルに従い対応した。２３年度は、新規の空き家協定の締結はなかった。

協定締結状況は、次の通り。 

 協定締結日 自治体名 協   定   名 

1 平成 27 年 4 月 20 日 静岡県 静岡県への移住･定住及び空き家等対策の促進に関する協定 

2 平成 28 年 1 月 18 日 牧之原市 牧之原市移住定住促進空き家･空き地バンク事業に関する協定 

3 平成 28 年 3 月 2 日 三島市 三島市への移住･定住及び既存住宅流通の促進に係る協定 

4 平成 28 年 3 月 11 日 富士宮市 富士宮市への移住･定住及び空き家等対策の促進に関する協定 

5 平成 28 年 3 月 28 日 湖西市 湖西市空き家バンクの運営に関する協定 

6 平成 28 年 4 月 8 日 富士市 富士市への移住･定住の促進に関する協定 

7 平成 28 年 5 月 26 日 小山町 小山町への移住･定住及び空き家等対策の促進に関する協定 

8 平成 28 年 7 月 7 日 裾野市 不動産情報の提供に関する協定 

9 平成 28 年 9 月 30 日 伊豆の国市 伊豆の国市への移住･定住の促進に関する協定 

10 平成 29 年 8 月 18 日 熱海市 熱海市における空き家等の利活用に関する協定 

11 平成 29 年 10 月 23 日 森 町 森町移住定住促進空き家･空き地バンク事業に関する協定 

12 平成 29 年 12 月 19 日 伊東市 伊東市空家等対策に向けた利活用促進に関する協定 

13 平成 30 年 2 月 16 日 清水町 パートナーシップ協定書 

14 平成 30 年 3 月 19 日 藤枝市 藤枝市における空き家等の対策に関する協定書 

15 平成 30 年 10 月 31 日 御殿場市 御殿場市への空き家等対策の促進に関する協定書 



16 平成 31 年 3 月 26 日 三島市 三島市における空き家等対策の推進に関する協定書 

17 令和元年 7 月 22 日 焼津市 焼津市における空き家等の対策に関する協定書 

18 令和 2 年 2 月 3 日 御前崎市 御前崎市における空家等対策に関する協定書 

19 令和 3 年 3 月 22 日 静岡市 地方創生の推進に向けた連携に関する協定書 

20 令和 4 年 3 月 30 日 長泉町 長泉町空き家等の利活用促進に関する協定書 

③空き家調査の実績（自治体との協定に基づく調査と独自調査の合計） 

 （単位：件） 

年度 調査件数 対前年度増減 調査市町 

２０１９ １６ －１６ 

三島市３、函南町１、御殿場市１ 

富士市１、富士宮市４、島田市１ 

牧之原市１、御前崎市１ 

２０２０ ９ － ７ 
三島市２、御殿場市１、富士市１、静岡市

清水区１、静岡市駿河区１、御前崎市３ 

２０２１ ４ － ５ 御殿場市１、富士宮市１、御前崎市２ 

２０２２ ６ ＋ ２ 
三島市１、沼津市１、富士市２ 

御前崎市２ 

２０２３ ２ － ４ 三島市１、富士市１ 

④静岡県空家対策推進協議会が受託する県主催の「空き家相談会」への相談員等の派遣 

    ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 

派遣市町 

７市町へ相談員派遣 

御殿場市、富士市、 

藤枝市、島田市、 

牧之原市、磐田市、

森町 

 

 

 

 

●オンライン相談会

３回 

13市町へ相談員派遣 

熱海市、 

伊豆の国市、 

沼津市、御殿場市、 

富士市、富士宮市、 

藤枝市、焼津市、 

島田市、牧之原市、

菊川市、磐田市、 

森町 

●オンライン相談会

２回 

12市町へ相談員派遣 

伊東市、函南町、 

沼津市、御殿場市、

富士市、富士宮市、

藤枝市、焼津市、 

島田市、牧之原市、

磐田市、森町 

 

 

●オンライン相談会

３回 

相談総数 １３９件 ２１０件 ２４６件 

内、宅地建

物取引相談 
 ６０件  ９６件 １１６件 

⑤移住・定住促進事業への協力 

   静岡市移住支援センター静岡市企画課（千代田区有楽町、交通会館内）等からの要請



に基づいて、静岡県内移住希望者に不動産情報の提供を行っているが、不動産情報公

開サイトの充実に伴い、２３年度は、依頼はなかった。 

  ⑥要望活動 

県民、市民の住生活、不動産取引に関する声を反映すべく、国会議員、宅建顧問県議 

団、宅建顧問市町議員団の協力を得て、当該行政機関に要望を行った。２３年度は、 

『不動産業界からの要望』という印象を強くするため、２団体（宅建協会と全日協会） 

合同で要望事項選定会議を開催し、連名で要望を行った。 

〔静岡県への要望事項（主なもの）〕※２団体連名 

・２２（令和４）年７月１日に施行された静岡県盛土等の規制に関する条例の見直し。  

・開発行為における隣接地（残地）の次期開発行為までの経過期間の弾力的運用。 

・官民境界立会、境界立会の迅速化。 

〔国への要望事項（主なもの）〕 

・他の士業と同様、不動産取引に必要な各種証明書の職権取得。 

・賃貸借における媒介報酬の見直し（最低報酬額の新設）。 

  

（５）宅建業法所管課との連絡・連携〔共益〕 

  行政機関の後押し（指導等）が、トラブルの解決につながることも少なくないことから

同課（静岡県住まいづくり課や国土交通省中部地方整備局）との連絡・連携を密にした。 

 

（６）単身高齢者、生活弱者等への住宅支援活動等〔公益〕 

中部支部しだはい地区において、市町が立上げた「障がい者自立支援協議会」等と連携

し、障がい者、生活困窮者、単身高齢者、生活保護者の住居支援・自立支援を行っている。 

２３年度は、生活困窮者から賃貸住宅への入居申込１件を受付け１件の情報を提供した

が、成約には至らなかった。 

 

（７）その他、所管事業〔公・共益〕 

  ①［全宅連］安心Ｒ住宅事業の紹介と業者登録の促進 

安心Ｒ住宅事業の登録を促進した。現在２社が登録済み。２３年度は、安心Ｒ住宅の

成約実績はなかった。利用条件は次の通り。 

・宅建協会の会員であること 

・全宅連に特定構成員登録をすること 

・全宅連安心Ｒ住宅事業研修受講者を設置すること 

・宅建業者の買取再販物件であること 

・既存住宅売買瑕疵保険が付保されていること 

 



②日本司法支援センター（法テラス）との連携 

相談の内容や相談者の経済的事情を勘案し、必要に応じて、法テラスを紹介した。ま

た、法テラスで受けられない相談については、当協会で対応した。 

  ③事件だよりの発行 

「事件だより」を年度１回発行した。 

 

 

 

４．総務財政委員会 所管事業［共益事業］ 

（１）公益社団法人としての適正運営等 

  ①公益三原則等の遵守に務めた。 

・事業年度内における公益事業支出が、公益事業収入を超えること（認定法第５条第 

 ６号、第１４条）。 

・事業年度内における公益事業比率が、５０％以上であること（認定法第５条第８、 

 第１５条）。 

・年度末の遊休財産額（次年度繰越金）が、その年度の公益目的事業会計における経 

 常費用額を超えてはならないこと（認定法第５条第９、第１６条）。 

・その他  

新たに公益事業を行うとき又は公益事業を廃止するときは、事前に公益認定等委員 

会の承認を得なければならないこと。 

②超過した遊休財産は本来、控除対象財産に積み立てなければならないが、公益認定等 

委員会は新型コロナ禍、予定された事業執行ができないことに配慮して、遊休財産を 

次年度の事業収入に繰り入れることを認めた。２３年度もこの特例措置を適用した。 

③２３年度も会員支援のため、月額会費を１,０００円減額し、３,０００円とした。 

新型コロナウイルス感染症の５類移行にともない、世の中の経済活動がコロナ禍以前 

の状態に戻りつつあることから２４年度は、規程どおり月額会費を４,０００円とする 

こととした。 

 

（２）財務基盤の確立についての検討 

会員数の減少を踏まえた中長期財務シミュレーションを実施した。 

 

（３）事業内容の精査及び会員サービス向上の検討 

  ①４委員会において、支部機能を移転することについての問題点を洗い出し、解決策を

検討した。 



  ②支部会館がなくなることで、支部運営や会員サービスが低下することが想定されるこ

とから、その対策を協議した。 

 

（４）支部機能の効率化 

  財務基盤の確立及び支部運営の効率化を図るため、『支部機能移転検討特別委員会』を、 

年度７回開催し鋭意検討した。  

２３年１１月２７日の第３回理事会において、支部機能を２５（令和７）年５月末日ま

でに本部に移転することを決めた。これにともない、先に支部機能を本部移転した京都府

宅建協会を視察した他、今後の職員の人員配置、本部事務所３階のレイアウト変更に着手

した。 

 

（５）諸規程の精査  

  ①役員候補者選出規程の改正 

・正会員数の減少に伴い、各支部が選出する役員候補者数を正会員数５７名に１名か

ら５４名に１名に変更した。 

・役員登記の整合性の観点から、役職（会長・副会長・専務理事・常務理事）の選定

に係る理事会を「総会を中断して行う」から「総会終了後に行う」に変更した。 

  ②本支部役員の日当の統一化について検討を行った。 

  ③支部事業に係る「補助委員」の選定について検討を行った。 

 

（６）入会促進及び退会抑制の推進 

入会促進、退会抑制については、入会促進・退会抑制特別委員会が鋭意検討を行うとと 

もに、入会者紹介制度の実施、日建学院への訪問、愛知県宅建協会へ出向くなど研究を行 

った。 

①入会紹介制度 

愛知県宅建協会の導入例を参考に、入会者紹介者制度（紹介者は会員と士業者〔司法 

書士、行政書士等〕に限定し、当協会への入会が完了した際は会員３万円、士業者５ 

万円の紹介料を支払う。）をスタートさせた。２３年度の実績は次の通り。 

紹 介 者→ 東部支部会員 中部支部会員 西部支部会員 士業者 計 

紹介件数 ３ ５ ４ ４ １６ 

入会済み １ ４ ３ ３ １１ 

  ②入会案内チラシの作成配付 

   ・入会案内チラシを作成し、会員（各３枚）及び日建学院、資格の「大原」に配付し 

た。 

・東京商工リサーチの会社設立情報から不動産関連企業をピックアップし、当該企業 



に同チラシを送付した。 

  ③宅地建物取引士試験合格者へのアプローチ 

   全宅連「不動産キャリアパーソン講座」で提携している日建学院に出向き、当協会の 

   ＰＲ及び入会促進を行った（２４年３月１８日）。 

  ④退会抑止策の検討 

   退会抑止策を実施している愛知県宅建協会を視察訪問した。愛知県宅建協会が設立し

た行政書士法人による免許申請代行サービスについての研究を行った。 

⑤入退会者の状況（対前年度比較） 

 ２３年度は入会者数が増加し、退会者数が減少した。依然として退会者が入会者を上

回っているため、会員数は昨年度末から１６減り、２,６２５会員となった。 

ア 年度別 入退会者（正・準・賛助）の状況 ※（ ）内は対前年度増減数 

（単位：会員） 

年度 入会者 退会者 期末会員数 備 考 

２０１９ ７９（ －４） １１３（＋１２） ２,７１６（－３４） 

 

２０２０ ７６（ －３） ９７（－１６） ２,６９５（－２１） 

２０２１ ８１（ ＋５） １０５（＋ ８） ２,６７１（－２４） 

２０２２ ９０（ ＋９） １２０（＋１５） ２,６４１（－３０） 

２０２３ ９７（ ＋７） １１３（ －７） ２,６２５（－１６） 

   イ ２０２３年度 会員種別毎の入退会者数              

 （単位：会員） 

正会員 準会員 賛助会員 合計 

入会者 退会者 入会者 退会者 入会者 退会者 入会者 退会者 

７１ １００ ２６ １３ ０ ０ ９７ １１３ 

－２９ ＋１３ ±０ －１６ 

ウ 主たる事務所の入会申込書の受理時期  

西暦年度 免許取得前受付 免許取得後受付 

２０２０ 
３７社 ３５社 

５１．４％ ４８．６％ 

２０２１ 
４４社 ２１社 

６７．７％ ３２．３％ 

２０２２ 
２３社 ４３社 

３４．８％ ６５．２％ 

２０２３ 
４２社 ２７社 

６０．９％ ３９．１％ 

  ※入会報告時ベースの数値になっています。上記ア、イとは数値が異なります（差２社）。 



（７）迅速かつ安価な通信手段の確保 

 ①会報「宅建しずおか」の発行回数を減らすことについては、人材育成委員会の意見を

踏まえて決定した。※人材育成委員会事業報告（６）を参照。 

  ②会報「宅建しずおか」や研修テキストのデジタル版への移行を検討した。 

 

（８）各種契約書式の研究・改良 

  ①各種契約書式の入力方法についての指導を行った。 

②全宅連にない契約書式（民法上の契約書式、交換の契約書式、賃貸管理業務委任契約

書等）の日常精査を行った。２３年度は、賃貸事業用の契約書をインボイス対応に改

めた。 

 

（９）協会事業の対外ＰＲ 

①インターネット、新聞、テレビＣＭを利用して、当協会の公益目的事業を中心にＰＲ

を行った。 

 ＰＲ事項：不動産無料法律相談、開業相談、社会福祉・奉仕活動 

情報公開サイト「スマイミー静岡」他 

ＰＲ媒体：インターネット（yahoo のキーワード検索広告及びディスプレー広告） 

     新聞（伊豆新聞・静岡新聞・中日新聞）、テレビＣＭ（お正月の関東大学箱 

根駅伝の中他） 

②ハトマークの認知度を高めるため、ハトマークロゴ
．．

の使用及びハトマークバッジの着 

用を推奨した。なお、２４年１月１日ハトマークロゴ
．．

がリニューアルされた。 

  

（10）会費の徴収及び収納方法の検討 

  ①例年通り、コンビニ収納による会費徴収を行った。 

②ネット決済の普及に伴い、コンビニ収納に代わる徴収方法を検討した。 

 

（11）その他、所管事業 

①ＷＥＢ併用型会議の開催 

２３年度は、新型コロナウイルス感染症が５類に移行されたため、集合型の会議を基

本に開催したがＷＥＢ出席も容認した。 

②ぺーパーレス化の推進 

会議資料は、電磁的方法（Googleドライブ上でのデータ共有）で役員に提供し、貸 

与したタブレット端末を用いて会議等を行った。 

③物品販売 

・物品の注文方法は、２３年１０月から完全にネット化した。 



・協会が販売する物品は、可能な限りダウンロードして利用できるよう物品の改良を 

行った。 

   ・２３年１０月１日、インボイス（適格請求書）制度の施行に伴い、領収書をインボ 

イス対応に改めた。 

④電子決裁サービス（スマートフロー）の利用 

 ２３年度も決裁の効率化を図るため、電子決裁サービス（スマートフロー）を利用し 

た。 

⑤災害義援金・見舞金の支出 

２４（令和６）年１月１日（１６時１０分）に発生した能登半島地震は、石川県、富 

山県に大きな被害をもたらした。近年静岡県で発生した台風や土石流被害に際しては、 

全宅連、全宅保証、全政連、都道府県宅建協会から、多額の災害見舞金をいただいて 

いる。そのため、今回、本支部会計から拠出した金員と会員各位からお預かりした義 

援金・見舞金を、３月５日石川県及び富山県宅建協会が指定した口座に振込んだ。 

（石川県９１６,０１０円、富山県２００,０００円） 

⑥宅建業免許及び宅地建物取引士証免許の更新申請書類の記載方法の指導 

本支部において、更新書類の記載方法の指導を行った。 

⑦宅地建物取引士賠償責任保険への加入状況 

２４年３月末時点の加入状況は、次の通り。 

    会員事業者 宅地建物取引士数 掛金 

プラン１（１億円補償） １７６社 ２９６名 ＠９千円×人数 

プラン２（５千万円補償） ７５５社 １,５２３名 ＠７千円×人数 

合  計 ９３１社 １,８１９名  

  ⑧浜松市の行政区の再編に伴う住所データーの変換処理 

   ２４（令和６）年１月１日、７つの区から３つの区（中央区、浜名区、天竜区）に再 

編された。 


